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研究成果の概要（和文）：本研究は，2011年3月に起きた東京電力福島第一原子力発電所の事故について，「環境指標
を用いた原発事故の影響に関する評価」と「持続可能な発展のための教育（ESD）に資する教材の作成や活用」の2つを
目的とした。福島県の物質フロー推計では，原発事故に伴う汚染廃棄物は約3,173万トンであり，総物質投入量を上回
る量だった。教材については，国が事故の前後に発行した原子力・放射線教育に関する副読本の内容分析を行った結果
，偏りが見られることが明らかになった。その教訓を踏まえ，ESDでも重要な能力の一つとされる批判的思考力を育む
ため，独自の教材を作成した。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to evaluate effects from the TEPCO Fukushima Daiichi nuclear 
power plant accident in March 2011 using environmental indicators and to make educational materials on 
nuclear power and radiation which are useful in the context of education for sustainable development 
(ESD).
By the estimation of material flow in Fukushima prefecture, radioactive wastes generated from the 
accident were about 31.7 million ton, exceeding a total material input. For the educational materials, a 
content analysis of the Japanese government’s supplementary readers on nuclear power and radiation 
before and after the accident gave evidence of bias towards the promotion of nuclear power. Based on the 
lessons learned, the author issued an original, alternative supplementary reader on radiation for 
developing critical thinking ability, a very important competency in ESD.

研究分野：環境教育
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様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９，Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）2011年 3月に起きた東日本大震災およ
び東京電力福島第一原子力発電所（以下，福
島第一原発）の事故により，原発の過酷事故
の危険性やその社会経済的影響の大きさが
改めて認識されるようになった。日本のエネ
ルギー政策のあり方についても国民的議論
が起こり，エネルギーの使用とそれに伴う影
響まで含めた「持続可能性」を適切に評価で
きる環境指標の枠組みを再構築する必要性
が高まった。原発の過酷事故により高濃度に
汚染された地域では，人々が生活できず避難
を余儀なくされるため，持続可能な発展（SD）
のいわゆるトリプル・ボトム・ラインを構成
する「環境」，「経済」，「社会」の 3領域のう
ち，「環境」の持続可能性こそが真のボトム・
ラインであることが示された。 
 
（2）原子力・放射線教育のあり方について
も議論が起こった。福島第一原発事故前の
2010 年に文部科学省と経済産業省資源エネ
ルギー庁が発行していた原子力に関する副
読本（以下，2010 年版副読本）は，「（原発
は）大きな地震や津波にも耐えられるよう設
計されている」と記載されるなど，いわゆる
「原発の安全神話」を広めるものとなってお
り，原発推進側に偏った内容となっていた。
2010 年版副読本は，福島第一原発の事故後
の 2011年 5月に回収され，放射線の内容に
絞った新しい副読本（以下，2011年版副読本）
が 2011年 10月に発行されたが，福島第一原
発の事故の事実や教訓を十分に反映したも
のとはなっていなかった。 
持続可能な発展のための教育（ESD）では，
育みたい重要な能力の一つとして「批判的思
考力（批判力）」が位置づけられており，国
連の持続可能な発展のための教育（ESD）の
10年（DESD：2005年～2014年）を提唱し
たのは日本政府で，その主担当部局は文部科
学省である。DESDを提唱した日本政府およ
び文部科学省は，人々の批判力を育むことが
できるような，国際的にも「モデル」となる
教材をつくる責任があると言える。 
 
（3）以上のように，原子力を含むエネルギ
ーの利用について，「持続可能性に関する適
切な環境指標の開発」と，「ESD に資する教
材の作成や活用」が求められている状況であ
った。 
 
２．研究の目的 
 研究の背景を踏まえ，（1）「環境指標を用
いた原発事故の影響に関する評価」，（2）
「ESDに資する教材の作成や活用」，の 2つ
を目的とした。 
（1）「環境指標を用いた原発事故の影響に関
する評価」については，当初，時間単位の新
たな指標を開発することを想定していたが，
不確実性の高い評価を行うよりも，福島第一
原発事故が福島県に現実に与えた影響を評

価することの重要性を鑑みて，従来からある
「物質フロー推計」の枠組みを元に，評価を
行うこととした。 
 
（2）「ESDに資する教材の作成や活用」につ
いては，公的な教材の内容分析や原子力・放
射線教育に関する調査を行って実態を明ら
かにするとともに，判断力・批判力の育成に
貢献するための教材を作成し，講義等で実践
することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）福島県の物質フロー推計 
福島第一原発事故による影響を評価する
ため，事故前（2008 年）の物質フローとの
比較可能性を重視し，各種統計データの積み
上げを基礎とした。基準年については，東日
本大震災および福島第一原発事故の影響が
現れていて，かつ推計に必要な統計資料が比
較的整っている年として，2011年度を基準と
した。同年の資料が入手できない場合は，
2011年（暦年）や，できるだけ近い年のもの
を用いた。 
 積み上げ方法は，福島県の物量データが存
在するものは基本的にそれを用い，存在しな
いものについては，経済統計資料から福島県
の活動水準の全国に占める割合を求め，それ
を全国の物量データに乗じることにより求
めた。また，単位が重量以外（体積や台数な
ど）で表されているデータは，密度などを設
定して適宜重量への変換を行った。 
 なお，物質フローの断面については，「資
源投入」，「製品生産」，「消費・廃棄」，「処理・
処分」の 4つについて推計を行った。「販売・
購入」の断面については，その推計に必要な
2011 年度における福島県の域外との移輸
出・移輸入量に関する統計資料が入手できな
かったことから，やむを得ず推計しなかった。 
 
（2）ESDに関する教材の作成や活用 
①公的な教材の内容分析 
国が発行した2010年版副読本と2011年版
副読本を対象に，テキストマイニングと感性
解析を適用して特徴を把握した。テキストマ
イニングでは，樋口耕一氏が開発したソフト
である KH Coderを使用した。 
 主な手順は次の通りである。 
a) 頻出語（150語）の抽出， 
b) データの整形（複合語・不要語の指定 
c) テキストデータ全体の共起ネットワーク
図の作成（中心性，サブグラフ検出）， 

d) 自動的に分類されたクラスターごとのコ
ーディングと各コードと関連する語およ
びその共起割合の把握， 

e) 特定の語（「原子力」，「放射線」）を中心
とした共起ネットワーク図の作成（媒介
性に基づくサブグラフ検出） 
また，感性解析では，肯定的／否定的評価を
示す「感性語句」をあらかじめ設定し，その
出現回数を分析した。原子力や放射線に関し



て対語関係にある語句を 10組計 20設定した。 
 
②判断力・批判力の育成を目的とした教材の
作成 
 福島第一原発事故における教育面での教
訓を記録するとともに，ESDで育みたい重要
な能力の一つである批判的思考力の育成を
主な目的として，独自の教材を作成した。国
の2010年版副読本と2011年版副読本におけ
る記述等を積極的に載せることでバランス
に配慮しながら，そこに見られる問題点を指
摘することで，判断力や批判力を育むことが
できるように工夫をした。 
また，国の副読本の公平性のあり方を考え
るため，ドイツの環境省が 2008 年に発行し
た原子力に関する副読本を取り上げ，日本の
副読本との比較対照を行うとともに，その特
徴を独自の教材に取り入れた。ドイツの副読
本は，UNESCOにより，DESD事業の教材
として認定されている点も重視した。 
 
③原子力・放射線教育の実態調査 
福島県における原子力・放射線教育の実態
を明らかにするため，質問紙を用いた調査を
実施した。具体的には a)福島県内の中学校理
科教員を対象とした調査，b)福島県内の 59
市町村の教育委員会を対象とした調査，c)福
島大学の教員志望の大学 4年生を対象とした
調査，をそれぞれ行った。 

a)「福島県内の中学校理科教員を対象とし
た調査」では，県内の公立中学校全 231校を
対象とし，震災・原発事故の影響で臨時休業
となっている 3校を除く 228校について，質
問紙を用いた自記式調査を行った。回答は，
各中学校で理科を担当されている先生方の
中の 1名に依頼し，郵送による回収調査法を
用いた。期間は 2013年 12月 11日～24日に
実施した。 

b)「福島県内の 59 市町村の教育委員会を
対象とした調査」では，県内全ての 59 市町
村の教育委員会を対象として，電話での聞き
取り調査と，質問紙を用いた調査を行った。
質問紙への自記式調査で，郵送による回収調
査法を用いた。期間は 2014年 12月 15日～
2015年 1月 9日に実施した。 

c)「福島大学の教員志望の大学 4年生を対
象とした調査」では，質問紙を用いた自記式
調査で，教員志望の学生が受講する講義科目
において，講義担当者の了解を得て実施した。
期間は2014年12月17日～18日に実施した。 
 
４．研究成果 
（1）福島県の物質フロー推計 

2008年との比較を行った結果，2011年度
の福島県の物質フローは，東日本大震災と福
島第一原発の事故によって大きな影響を受
けたことが確認された。物質フローの代表的
な指標で見ると，次のような特徴が明らかと
なった。 

 

「入口」では，「総物質投入量」が約 4,237
万トンから約 2,694 万トンへ，「天然資源等
投入量」が約 3,687万トンから約 2,164万ト
ンへと，3 割～4 割程度減少した。特に，火
力発電用の石炭消費量が約 1,415万トンから
約 446万トンへと 3分の 1以下になったこと
が大きく影響した。「資源生産性」も約 24.5
万円／トンから約 33.1万円／トンへ 3～4割
程度改善した。 
「循環」では，「再生利用量」は約 550 万
トンから約 530万トンへと，あまり変化しな
かったが，総物質投入量が大きく減少したこ
とにより，見かけ上，「再生利用率」は 13.0％
から 19.7％へ 5割程度改善した。 
「出口」では，「最終処分量」が約 91万ト
ンから約 63 万トンへ 3 割程度減少した。総
物質投入量や天然資源等消費量は 3割～4割
減少した。特に，火力発電所の石炭消費量の
減少が大きな要因となった。再生利用量の変
化はそれほど大きくなかったが，総物質投入
量が大きく減少したことにより，見かけ上，
再生利用率は 5割程度改善した。最終処分量
も 3割程度改善した。 
そして，放射能汚染の実態に近いと考えら
れる，除染に伴う土壌や汚染水，廃炉に伴う
廃棄物等を推計した結果，「保管・残り」と
なっている汚染廃棄物は約 3,173万トンであ
り，総物質投入量を上回る規模での廃棄物が
発生したと見積もられた。これら膨大な汚染
廃棄物への対応は今後の課題であるが，原発
の過酷事故が一度起きれば，物質フロー上も
大きな影響を及ぼすことが示された。 
 
（2）ESDに関する教材の作成や活用 
①公的な教材の内容分析 
 テキストマイニングによる分析結果の例
として，2010 年版副読本（小学生用）にお
ける，「原子力」との共起ネットワークを示
す（図 1）。共起ネットワークは，関連性の強
い語の間のネットワークを示すもので，この
図から，「原子力」と結びつきの強い語とし
て「安全」があることが分かる。つまり，2010
年版副読本では，原子力発電所の安全性が強
調されていたことが裏付けられた。 

図 1 2010年版副読本（小学生用）におけ
る「原子力」との共起ネットワーク 
 
 また，感性解析の結果の例として，2010
年版副読本（中学生用）と 2011 年版副読



本（中学生用）における感性語句の出現回
数を図 2，図 3に示す。 

図 2 2010年版副読本（中学生用）におけ
る感性語句の出現回数 
 

図 3 2011年版副読本（中学生用）におけ
る感性語句の出現回数 
 
10組計 20の感性語句を設定して分析した結
果，2010年版副読本では 10組中 7組で肯定
的評価の語が多く出現した。2011年版副読本
では，放射線に内容が絞られたため，全体的
に語句の出現回数が減ったが，比較的多く出
現した，放射線の「利用」と「影響」につい
ては，「利用」の方が 2倍以上出現しており，
肯定的側面が強調されているとの結果にな
った。 
 
②判断力・批判力の育成を目的とした教材の
作成 
 独自の教材として，「放射線と被ばくの問
題を考えるための副読本～”減思力”を防ぎ，
判断力・批判力を育むために～（改訂版）」
を 2012年 6月に作成するとともに，これを

元にした一般書籍版「みんなで学ぶ放射線副
読本－科学的・倫理的態度と論理を理解す
る」を 2013年 3月に刊行した。 
 
③原子力・放射線教育の実態調査 
a)「福島県内の中学校理科教員を対象とした
調査」では，125校から回答があり，回収率
は 54％であった。調査結果の例として，「原
子力・放射線教育への不安の理由」について
訪ねた結果を図 4に示す。 

図 4 原子力・放射線教育への不安の理由に
ついて（n=99，複数回答） 
 
「とても不安である」と「不安である」を合
わせて 79％の教員が不安があると回答し，不
安要因として，「放射線被ばくの健康影響に
関しての公平性（楽観派と慎重派など）を確
保することが難しい」が最も多く選択された。
これは，教員が使いやすい公的な教材におい
てそのような情報が少ないこと，また公平性
の観点からも十分ではない状況にあること
が関係していると考えられた。 
 
b)「福島県内の 59 市町村の教育委員会を対
象とした調査」では，質問紙調査に対して 32
の自治体から回答があり，回収率は 54％であ
った。調査結果の例として，「独自の副読本・
指導資料を作成している場合に注意した点」
について訪ねた結果を図 5に示す。 

図 5 副読本・指導資料を作成する際の注意
点の集計結果(n=9，複数回答) 



電話調査により 10 の自治体で独自の教材を
作成していることが確認されたが，質問紙調
査において，独自の教材を作成する際に注意
した点として多く選択されたのは，「子ども
達に放射線の知識を正しく理解させる」，「放
射線防護のための知識を身につけさせる」で
あった。次いで，ESDの批判的思考力に関す
る「子ども達の判断力・批判力を育む」が多
かった。ただし，判断力・批判力の育成にお
いて重要と考えられる「原子力の正負両側面
を扱う」，「公平性を確保する」などは少なか
った。 
 
c)「福島大学の教員志望の大学 4年生を対象
とした調査」では，246名の受講者数 204名
から回答が得られ，回収率は 83％であった。 
調査結果の例として，「学校現場に立った際，
積極的に放射線教育に取り組みたいと思い
ますか」との質問に対して「はい」を選択し
た人（204人中 132人，65％）に，その重点
について尋ねた結果を図 6に示す。 
 

図 6 放射線教育の重点について（n=132，
複数回答） 
 
最も多く選択されたのは「子どもたちが放射
線について自分の意見や考えを持てるよう
にすること」であり，「放射線の基礎知識」
や「原発のメリットやデメリット」について
も多く選択された。 
一方，少なかったのは「子ども達の人権を
守るために必要となる知識」や「原発の是非
について」であった。このことは，人権問題
として放射線被ばくの問題を捉えている学
生が少ないことや，原発の是非のように賛否
両論がある問題は扱いづらいと考えている
学生が多いことを表していると考えられた。 
 
（3）ESDの観点から見た原子力・放射線教
育のあり方 
本研究の成果により，ESDの観点から見た
原子力・放射線教育のあり方について，次の
ような点を指摘できる。 
① エネルギーの使用に関する持続可能性
について，原発の過酷事故による物質フ
ローへの影響も含めて，トリプル・ボト

ム・ラインを構成する「環境」，「経済」，
「社会」の 3領域の相互依存性や相対的
優先順位を議論できるような工夫が求め
られる。 
② 日本の国の原子力・放射線に関する副読
本では原発の推進側に情報が偏っている
という不公平性の問題があり，ESDを国
際的にも主導する立場の日本政府や文部
科学省は，そのモデルとなるような教材
をつくることが求められる。 
③ 放射線の基礎的知識については，国の副
読本や福島県内の自治体が独自に作成し
た指導資料等の教材が充実してきている
が，それらは判断力・批判力の育成に関
係する内容（原発の是非，人権問題に関
する内容等）が充実しているとは言い難
く，改善の余地がある。 
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